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日本の大学政策，予算政策において，基礎研究が軽

視されていることと，人文学が軽視されていることは，

すでに独立の問題としては多くの論者が指摘する通

りであろう。しかし，この二つの問題は（直感的には明

らかなように）密接に関連しており，複合的な形で大学

の潜在的な機能を妨げている。本稿では，この問題

について整理するとともに，大学を大学たらしめ，

国際社会の中で機能させるに必要な批判精神のあり

方について考察する。

1
「イノベーション」の言説史

イノベーションという言葉を聞かない日はない。
もともと，日本は「人口に比して国土が狭く，天
然資源も豊富ではないため，科学技術を利用して
先端的な製品を世界に輸出する “科学立国”でし
か生き残れない」という認識は戦前から受け継が
れているものである。これが 1990年代には「科
学技術剏造立国」という言葉に置き換わっていく。
「剏造」という言葉が入ったことは「イノベーシ
ョン」ということが重要視されたことと関連して
いる。
細井（1996）によればこの用法は経済同友会が

1994年に発表した「技術剏造立国への転換」と
いう提言に起因するという1。この中で経済同友
会は「先進国に追いつき追い越せ」を脱却し，こ
れまでの加工貿易型経済による『付加価値』に加
えて，「世界に先駆けて新しい技術を剏造するこ
とによって生み出されるいわば『剏造価値』」を

目指す必要があるとしている。こういった認識は
政策課題として政府にも影響を与え，「科学技術
剏造立国」という言葉が採用される。また，この
頃から「イノベーション」という言葉が見直され
始める。有賀・亀井（2014）の『科学技術白書』に
関する分析によれば，90年代までの白書では，
イノベーションと技術革新はほぼ同じ意味で使わ
れており，イノベーションとは大容量化，小型化，
自動化のように，技術によって達成される何かで
ある2。
しかし，2002（平成 14）年版の白書では技術革新
がイノベーションであるという考え方を改めるこ
とが宣言され，「本来，イノベーションは新たな
製品やサービスの剏出，その生産，流通等のプロ
セスにおける変化が経済的成果を生むことであり，
革新的技術だけではなく，既存の技術の組合せや
改良によっても実現するし，生産手段の改良や，
経営の変革からも生まれる。」と述べられている。
また，2008（平成 20）年版では「広く社会のシステ
ムや制度をも含めて新たな価値を生み出し，社会
的に大きな変化を起こすことである。我が国が目
指す『イノベーション立国』は個々の能力が最大
限に発揮され，活力に満ち，豊かさが実感できる
社会である。」と述べられており，経済的成果か
ら「社会的に大きな変化」まで意義が拡張されて
いる。それに先立つ 2004（平成 16）年版では，イノ
ベーションという言葉こそ強調されていないもの
の，科学・技術と社会的な価値や合意の重要性が
強調され，サイエンス・カフェやサイエンスショ
ップといった，研究者と市民が双方向で研究の方
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向性を考えるための仕組みが紹介されている。サ
イエンスショップについては，この時期複数の大
学で設置が試みられていたが，その後持続的なも
のとはなっていないなど，このころが「科学と社
会の対話」の盛り上がりという意味では一つの頂
点であった。また第 3期科学技術基本計画（2006～

2010（平成 18～22）年度）でも，この双方向の対話の要
請という路線は継続されている。この流れの中で，
イノベーションが単に経済効果だけではなく，社
会的価値の問題を含むものであることが強調され
るのは自然な流れであったと言える。
しかし，価値をどのように扱うか，という議論
はその後，不完全燃焼のまま収束していく。続く
第 4期科学技術基本計画では，それまでは「重
点推進四分野・推進四分野」というような形で，
研究の「選択と集中」の対象が学問分野に即して
決められていたのに対して，第 4期以降は「ラ
イフ・イノベーション」「グリーン・イノベーシ
ョン」のように，イノベーションの枠組みとして
規定されるようになる。供給サイドから需要サイ
ドに即した分類に切り替えた，ということも言え
るだろう。このことから，少なくともイノベーシ
ョンが「受け手の生活を向上させる何か」である
ということは認識されているとは言えるだろう。
一方で，2010年ごろをブームの頂点として，

その後一般市民の要望を丁寧に聞き取って研究開
発の方向性を決めていくべきだ，という議論は見
られなくなる。その結果として「非連続なイノベ
ーション」や「破壊的イノベーション」というバ
ズワードは踊るものの，基本となる哲学が曖昧な
ままに大金を投じるプロジェクトが乱立すること
になっている。例えば，革新的研究開発推進プロ
グラム（ImPACT）では，実証性が欠如した研究や言
葉の定義が曖昧なままの研究に大金が投じられて
いることをもって，日経新聞は「イノベーション
を目指し国が鳴り物入りで始めた大型の研究開発
プロジェクトが迷走している」と非難している3。
現在計画されているムーンショット型研究開発制
度に関しても，「ネット上に流れる私的な意見で
は否定的な内容が目に付く」4。この「イノベーシ

ョン」に関して，「価値をめぐる議論」ができな
くなっていること，またその自体を招いている根
本的な理由が問題なのではないか，というのが本
稿の議論したいところである。

2
「大学改革」の現在

日本の大学・研究環境の改革がどうもうまくい
っていない，というのはすでに共通認識になって
いるといっても過言ではないだろう。現在の大学
改革は，1990年代初頭に開始されている。これ
には，日本の研究環境の改善の必要性といった直
接的な理由から，米国からの圧力，バブル経済の
崩壊と日本経済の国際競争力の低下，それに伴い
企業と大学の連携強化が必要とされたことなど，
重層的な理由が介在している5。確かに，1980年
代までの日本は，国立大学はほとんど政治的な問
題にならず，忘れ去られた状態であり，予算はつ
かず，研究環境は極めて劣悪なものだった6。そ
のため当初は異論も勢いのあるものではなかった。
21世紀に入ってから行われた国立大学の法人化
には，大学教員から反対運動が起こったが，世論
の関心はあまり高くなかった。2010年ごろには
若手のキャリアパスに大きな問題が発生している
という指摘が一定の理解を得るようになった。ま
た，2010年代後半には研究に関する日本の国際
競争力が顕著に落ちているのではないかという理
解が，やっと一般に広がってきた。これは，例え
ば Nature Indexなどが近年，毎年のように警告
を発していること（特に 2017年の記事はメディアでも注目

された），ノーベル賞受賞者らが危機感を表明する
ようになったことなどが大きいだろう。もともと
政府の科学技術政策に批判的であった共産党だけ
ではなく，近年では与党内部でも現状が危機的で
あるという認識は広がっている。例えば自民党科
学技術イノベーション戦略調査会「科学技術基本
問題小委員会」（船田元委員長）のとりまとめ文書では，
論文生産力が落ちていることや，博士号取得者の
減少，研究者が研究に割ける時間の低下などの問
題が指摘されている7。ただし，ここで示されて
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いる解決策は両論併記である。
ここで「両論」というのは，基本的に問題が大
学の内部構造にあるか，そもそも与えられている
資金など外部的，政策的な要因にあるか，という
問題である。元来，政財界には日本の大学が権威
主義的で非効率な組織を維持しており，また「役
に立つ」研究を推進することで産業界から研究資
金を受け入れることや，「役に立つ」学生を養成
することに後ろ向きであるという不信感が強い。
一方，大学の側は
⿠研究を短期的な「役に立つ／立たない」で評
価することがそもそも無理である。
⿠大学教育は幅広い視野で行うべきである。
といったことを主張してきた。現在大学批判派を
代表するとみなされているのは財務省の神田眞人
主計局次長である8。報道によれば神田と当時国
立大学協会会長であった山極寿一京都大総長が
2018年 11月に会談した際には，両者の間で「怒
号が飛び交った」という9。官僚出身者でも，た
とえば大崎仁のように「米国モデルは非現実的」
と述べる論者もいる10。大学批判派の多くは「米
国のように “稼げる”大学になるべき」と主張す
るが，実際は米国の主要な研究大学の収入の大半
を占めるのは連邦助成金，日本の数倍に及ぶ高額
な学費，そして莫大な基金運用から得られる収入
である（大崎によれば米国には 1兆円を超える基金をもつ大学

が七つある）。一方，企業からの研究委託費用など
は高々数パーセントにすぎず，大学運営の根幹に
関わる部分ではない。つまり，そもそも大学批判
派が「米国流」などという時の「米国流の（経済的
自律性の強い）大学」というのは（先端研究に特化したごく
小規模の大学を除けば）存在せず，本当の米国流は莫
大な基金や高額の授業料など，日本の国立大学が
得ようがない収入に依存している，ということに
なる。
そもそも 30年近く続けている「大学改革」に

思うような成果が出ていないとすれば，その改革
の方向性を見直してしかるべきであろうと思うが，
それでもなお「改革が足りない」という意見が出
てくるのはなぜだろうか。

3
「改革」幻想が破壊したもの

一つには，日本を覆う「改革」幻想が挙げられ
るかもしれない。改革派という言葉は，政治的，
経済的な文脈でしばしば「守旧派」と対立的に，
良いものとして取り上げられる。しかし，その
「改革」の方向性は必ずしもはっきりとはしてい
ない。ただ，内閣府に設置された「規制改革会
議」が一時，「規制改革・民間開放推進会議」と
も名づけられていたように，「改革」概念は市場
原理を取り入れ，活動を合理化するという考え方
と密接に関係している。そのため，大学に関して
も，PDCAサイクルのような経営学的な評価指
標を導入することが望ましいとされてきている。
機序としては，2002年の学校教育法改正により
大学は定期的に文部科学大臣の認証を受けた評価
機関による評価を受けることを義務づけられてい
る。例えば，その評価機関である公益財団法人大
学基準協会の「新大学認証評価システム ガイド
ブック」を見ると，PDCAサイクルの必要性が
強調されている，という具合である11。
しかし，研究，特に基礎研究の領域においては
セレンディピティが重要であるというのは，常々
強調されるところである。セレンディピティとは，
古い童話にもとづいて英国の作家ホレス・ウォル
ポールが作った用語である。彼によれば主人公で
あるセレンディップの三王子は「いつも，偶然の
出来事と聡明さによって，彼らが探求していたも
のではない何かを発見する」のである12。これは
学術研究ではしばしば起こることであるが，そう
言ったことが起こる条件を探る研究がセレンディ
ピティ研究などとして論じられるようになった。
PDCAサイクルがセレンディピティとどう関わ
るか，というのは必ずしも明らかではないが，直
感的には関連の深いものではなさそうだし，先に
挙げた大学基準協会のガイドブックなどは，セレ
ンディピティやそれに類する概念については特に
言及していない。
基礎研究が何を意味するかは，実はさほど明確
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ではないのだが，基本的には研究は基礎，応用，
開発の三つのフェイズに分かれると考えられてい
る。まず自然がどのような原理で動いているかを
解明する基礎研究があって，それを人間が利用で
きるような形のものにしていく応用研究があり，
最後にそれを製品にする開発の段階がある，とい
うのが一般的に受容されている「科学のリニア・
モデル」である。例えば，生き物の免疫系がどの
ように働くのかを解明する基礎研究，それを踏ま
えて特定の病気に関して免疫をより機能させるに
はどうすればいいかと考える応用研究，それを製
品化して病気の人々が使えるようにするのが開発，
ということである。そして，どのような基礎研究
が応用段階に至るかというのは，まったく予測不
能である，というのが多くの科学者の一致する見
解である。2017年の全米科学振興協会の総会で，
バーバラ・シャール会長はアインシュタインの相
対性理論とイエローストーン公園の温泉の中で生
きている菌の研究が，巨大な産業につながった事
例を使ってこれを説明していた13。
もう一つ，興味深い事例を付け加えれば，IT

ジャーナリストであるスティーブン・レヴィの
『グーグル ネット覇者の真実』14が紹介している，
検索エンジンの開発において「哲学者のヴィトゲ
ンシュタインが，言葉は文脈によってどう定義さ
れるかについて論じた理論を応用した」と紹介し
ているところだろう。ここで興味深いのは，言及
されているヴィトゲンシュタインの議論が，哲学
史的な議論ではこの著名な哲学者の後期の議論に
よるものである，ということである。前期ヴィト
ゲンシュタインとして言及される思想は，論理実
証主義と呼ばれる立場の基礎を作り，現在我々が
「科学研究」と呼んでいる営みの，少なくとも一
部に大きな影響を与えた。この観点からはヴィト
ゲンシュタインは極めて「科学的な」哲学者だっ
た。ところが，後期ヴィトゲンシュタインは，こ
の前期の思想を徹底的に批判し，「言語ゲーム」
を中核に据えた新たな思想に移行したわけである。
一般にはこの後期の思想は「わけのわからないポ
ストモダン哲学」の先駆けの一つと見なされてい

る。同時代的にも，例えばヴィトゲンシュタイン
の師であり友人でもあった数学者・論理学者のバ
ートランド・ラッセルなどはこの愛弟子の転向に
ついて「彼自身の能力を放棄したように，私には
思われる」と非難している15。通常は明らかに役
に立たない「虚学」と見なされるであろう哲学が，
世界最強の IT企業の中核商品の骨格部分に利用
されている，ということは，大学を席巻する成果
主義に対する懐疑の念を喚起するに十分であろう
と思う。
グーグルとヴィトゲンシュタインの話の，もう
一つ重要な点は，それが人文科学の利用だという
点である。

4
人間の条件のための人文学と人権

実際は，人文・社会科学領域は，人間の経済活
動やイノベーションに密接に関わっているが，そ
れは過小評価されがちである。2015年 5月，「政
府が文系学部の廃止や統合を求めている」という
報道が注目を集めた。これは，国立大学法人評価
委員会の議論のことであり，実際の議論は以下の
ようなものである。

特に教員養成系学部・大学院，人文社会科学
系学部・大学院については，18歳人口の減
少や人材需要，教育研究水準の確保，国立大
学としての役割等を踏まえた組織見直し計画
を策定し，組織の廃止や社会的要請の高い分
野への転換に積極的に取り組むよう努めるこ
ととする。16

この提言は様々な反応を喚起した。人文学軽視
のと批判も多かったが，「廃止」は教員養成系学
部，特に教員免許の取得を卒業要件としない，い
わゆる「ゼロ免」の教育学部にかかるものであり，
人文学軽視という批判は当たらないという意見も
あった。しかし，いずれにしても「社会的要請の
高い分野」に研究・教育資源を集中するように求
めていることは確かであり，このこと自体の妥当
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性という問題は残る。一方，「役に立つ」ことを
求められた人文学者がしばしば「役に立たないこ
とが当然だ」と応答してしまうのも，必ずしも褒
められたことではないだろう。我々は，社会的要
請とは何かということを吟味してみる必要がある
だろう。人文学の社会的機能を（1）経済的価値，
（2）人権や正義，真善美に関わる価値，（3）カウ
ンターサイエンス，の三つに分けて議論すること
ができるだろう。経済的価値については，すでに
述べたとおり，基礎研究的な側面もある。また，
歴史研究などは商業的な成功を収める映画などに
とって重要であろう。
しかし，本来の人文学の必要性は，人権や正義，
真善美といった「価値」の問題を論じることであ
る。日本ではしばしば「人文科学」という訳語も
使われるが，自然科学（Natural Science），社会科学
（Social Science）に対応して，歴史や哲学などを研究
する領域はあくまで人文学（Humanities）である。こ
の領域は，事実関係を扱うだけではなく，人間が
もっている価値観や，人間が人間らしくあるため
の条件の問題などを探るための学問である，とい
うことになる。近年，EBM（証拠にもとづく医療）や
EBPM（証拠にもとづく政策決定）ということが強調さ
れるようになった。しかし，実際は事実命題をい
くら重ねても当為命題（「何をするべきであるか」）は導
出できない。例えば「治療 Aが，五年生存率が
最も高い治療法である」という証拠／事実命題は，
「患者は可能な限り長く生きるべきである」とい
う当為命題を受け入れていない限りは意味のない
情報である。社会的な開発の方向性に関しても同
様であり，「人類はより速く都市間を移動できる
ようになるべきだ」や「人類はより大量の電力を
安価に，かつ環境負荷の少ない方法で利用できる
ようになるべきだ」といった当為命題は，特に先
進国においては，かつてそうであったようには共
有されていないかもしれない。この状況下におい
て，患者と医師，企業と消費者，研究者と一般消
費者がどのように「べきである」を共有するかは，
実は極めて困難な問題である。すでに述べたとお
り，こういった，社会的に共有される当為命題の

すり合わせのための対話の必要性は日本でも
2010年前後から強調されるようになってきた。
これを科学・技術コミュニケーションというわけ
だが，当然ながらこれは科学の領域の問題という
よりは，「自然科学を扱う人文学」という領域に
属するだろう。
しかし，科学・技術コミュニケーションを行う
前に，実際には「だいたいこの辺り」という一般
的な落とし所は存在している。例えばどの程度の
健康，尊厳，自由がすべての人類に保障されるべ
きだろうか。これにある程度の回答を与えている
のは，例えば国連持続的開発目標（SDGs）である。
SDGsは国連が採択した 2030年までの行動目標
で，健康やジェンダー，衛生，環境や労働といっ
た 17の項目に関して，ある程度具体的な数値目
標を設定したものである。SDGsについては，日
本政府も第 5期科学技術基本計画などでイノベ
ーションの目標の一つとして設定している。
しかし，SDGsは最上流だろうか？　もし「な
ぜ，外国の人々も含めて，すべての人に SDGs
が求めるような健康や環境を約束しなければいけ
ないだろう」と問えば，回答は「それが基本的人
権だから」ということになるだろう。日本国憲法
第二十五条は「健康で文化的な生活」をすべての
日本国民に保障しているが，もちろんそれが人権
だからである。主権の外部に関しては，内部とま
ったく同じ手段を講じることは必ずしも可能では
ないが，少なくとも倫理的な義務としては，我々
はどこの誰に対してであろうと「人権」が規定す
る生活水準を満たすように支援していく必要があ
るのである。そして，この「人権」がいかなるも
のであるかということに関しては，基本的に当為
命題の問題であって，人文学が扱う問題である。
ところが，日本ではイノベーションの目標は，科
学・技術の進歩状況で自動的に規定されるか，あ
るいは国連 SDGsといった形で，天下りに与え
られるものであるかのように考えて，この根本の
議論を避けてきた。人権は競争ではないが，イノ
ベーションは国際競争という側面をもつ。この
「なぜルールが設定されたか」という議論そのも
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のに参画し，その理由を知っている人がいるチー
ムと，いないチームではどちらが有利かと考えれ
ば，ここまでイノベーションに固執する政府が，
そちらにはまったく参画しようとしないのは奇妙
に見えるだろう。
その議論の前に，三つ目の「人文学のカウンタ
ーサイエンスとしての意義」に簡単に触れておこ
う。カウンターサイエンスという言葉そのものは，
ミシェル・フーコーが『言葉と物』の中で説明し
ている通り，人文学の対象であり，「主体」であ
ると見なされてきたような「人間」そのものを疑
うことである17。この視点を導入することは，
「当為命題」と「事実命題」を分離し，前者を人
文学に，後者を自然・社会科学に割り振るといっ
た，先に説明してきた枠組み自体の失効を宣言す
るかのように見える。しかし，しばしば近代とは
再帰性とか反省のことだと論じられるように，疑
うことを突き詰めれば，疑うことを疑うこと，疑
う主体を疑うこと，ということにならざるを得な
い。人文学者はしばしばここの「最終目標」を強
調しようとして，「人文学は役に立つのか？」と
いう問いかけ自体を拒否し，「役に立つというこ
とはどういうことかという問いかけ自体が重要で
ある」ということを強調するのだが，そこは必ず
しも人文学の外部の人々に通じない，という問題
がある。では，この「問いの徹底」が何を生むか
という問題については本論考の最後に触れるとし
て，まず「なぜ日本社会は人権について論じるこ
とをしなくなったのか」ということについて考え
てみよう。

5
戦後史の中の人文学

突飛に聞こえるかもしれないが，現在韓国との
間で紛糾している従軍慰安婦問題に代表される，
日本が第二次世界大戦において行ってきた人道上
問題のある行為について，反省の議論ができない
ことは，日本のイノベーションの停滞に密接に関
わっている。
グローバルな秩序を維持するための原理は，し

ばしば戦争によって形成されてきた。現在のそれ
は，概ね第二次世界大戦の結果によると言ってよ
い。グローバルな「レジーム」の，この「最後の
更新」が極めて画期的であるのは，それが「人
権」という原理にもとづいていることである。あ
るいは少なくとも「もとづこうという努力の結果
である」とは言える。もちろん，人権原理には大
きな限界があるし，現在のレジームがベストとい
うわけではない。
第二次世界大戦の戦後処理は，敗戦国の，少な
くとも一般市民に対しては温情に溢れるものとな
った。これは，第一次世界大戦までの戦後処理が，
厳しい賠償金などを取ることによって敗戦国を
「生かさず殺さず」といった状態に落とし込んで
いたのと対照的である。そういった対応は，敗戦
国の国民に不満を生み，ヒトラーのような政治勢
力を生み出した，という反省がある。しかし，な
ぜ敗戦国を「生かさず殺さず」といった状態に追
い込むことが求められていたかというと，一つに
は戦勝国側にも当然のことながら大きな人的被害
が出ているのであり，親族などに戦死者を抱えた
遺族の応報感情に応えなければ，戦勝国側の政権
も危ない，という事情がある。また第二に，もし
温情ある対応によって敗戦国の国力が根本的なと
ころで維持されるのであれば，敗戦国はすぐに再
戦を挑むであろう，ということは容易に想像がつ
く。
そこで，編み出されたのが，「悪いのは独裁者

であり，一般国民はその犠牲者なのだ」という論
法である。日本の戦争責任という枠組みで言えば，
国家指導者は主に「平和に対する罪」という枠組
みで裁かれた。いわゆる「A級戦犯」である。
しかし，「事後法」とは言えこの「平和への罪」
という概念は，普遍的な人権から当然演繹できる
範囲になければならない。実質的にニュルンベル
クおよび東京裁判の前提となっている連合国戦争
犯罪裁判所設立協約案では，処罰の根拠を「一般
的な国際条約あるいは協定，ならびに締約国間に
おいて戦争の法を制定した特別な条約や協定」だ
けではなく「文明諸国民の間で確立した慣習，人



0930 KAGAKU Oct. 2019  Vol.89  No.10

道の法，ならびに公衆の良心」に求めている18。
だが，もしこの理論が恣意的であるという批判
を避けようとすれば，「明文化されていないもの
の，概念はすでにあったのである」というだけで
は不十分であろう。そのため，戦後，国際連合は
「世界人権宣言」を明文化し，何が「人道に対す
る罪」なのかを明示しようという試みを始める。
もちろん，実際は世界人権宣言の理念が完全に守
られたことなどなく，しかも多くの場合は米露な
ど列強が率先してそれを蔑ろにしているように見
える。しかしながら，少なくとも「何が理想であ
り，現実と理想の間にどの程度の距離があるか」
という見取り図を提供するということと，その見
取り図さえ与えられないことの差は大きいだろう。
ところが，日本はこの枠組みを積極的に放棄す
る，ということにおいて戦勝国である米国と有力
者の間に合意が成り立ってしまっているように思
われる。つまり，「民衆を戦争に追いやった独裁
的支配層と犠牲者としての民衆」という「枠組
み」はドイツと違って，日本ではすぐに戦勝国で
ある米国の都合によって撤回されることになる。
これは，それ自体が無責任なことであるが，もう
一つ重大な問題として，「文明を作る」という人
類の共同作業への参画の，大きな障害となってい
ることである。すでに述べた通り，「世界人権宣
言」の剏設は，第二次世界大戦の終結のさせ方と
密接な関係をもって導入された。いささか後付け
かもしれないが，報復的なものではなく，戦争責
任者と民衆の責任を切り離し，人道的な戦後処理
を実施するために必要な措置であった。また，世
界人権宣言は，人道的な戦後処理一回限りの特例
措置ではなく，その後も続く国際秩序における戦
後処理のあり方として，一般化されるのだ，とい
うことを基礎づける役割も担っているだろう。
また，当然のことながら世界人権宣言で示され
た人権概念は不完全なものである。また，それを
保護すべき安保理体制も，米ソ両超大国をはじめ
とした先進国による，パレスティナやチベットと
いった周辺地域における様々な人権侵害を見逃し，
場合によっては助長してきた。とはいえ，我々は

世界秩序を作るための共通合意として，人権概念
以上のものを持ち合わせておらず，そこから出発
せざるを得ないことは明らかであるように思われ
る。
しかし，日本が戦後処理を不服とするならば，
否定されるのはこの人権概念でもあろう。実際，
インターネット上では第 1次安倍内閣で法務大
臣を務めた長勢甚遠が演説の中で「（自民党憲法草案
は）国民主権，基本的人権，平和主義，これは堅
持すると言ってる。この三つはマッカーサーが日
本に押し付けた戦後レジームそのものだ。この三
つを無くさなければですね，本当の自立自主憲法
にならない」と主張する映像が見られ，物議を醸
した19。また大蔵省主計官から自民党所属の衆議
院議員になった片山さつきは Twitterで「国民が
権利は天から付与される，義務は果たさなくてい
いと思ってしまうような天賦人権論をとるのは止
めよう，というのが私たちの基本的考え方です」
と述べている20。こういったことは極端な事例で
あるかもしれないが，一部の議員の特別な例では
ないことは，自由民主党が 2012年に発表した日
本国憲法改正草案からも明らかである。草案では
流石にやや配慮した書き方になっているとは言え
るが，それでも「自由及び権利には，責任と義務
が伴うことを自覚し」といった，現代的な立憲主
義とは相入れない，また国民の権利を制限するよ
うな方向での修正が多数加えられている21。
こういった状況下で，「人類の共通理念」につ

いて議論を進めることは大きな困難を伴うと言わ
ざるを得ない。実際，2018年 2月 26日の衆議
院予算委員会第四分科会で自由民主党の杉田水脈
は科学技術研究費が戦前，戦中の強制労働に関す
る研究に支出されていることを問題視し，「最近
は，外務省の方がこういった日本の真実のことを
発信するのに前向きな動きになってきているんで
すけれども，文部科学省の方がこれを後ろから弾
を撃っているみたいなものではないか」と述べて
いる。
こうした形で，共通理念にもとづいた文明を作
るという共通作業から退場するということは，同
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時に共通の「進歩」という枠組みから退場するこ
とでもある。これは理念的な問題であるだけでは
なく，実利的な問題でもある。

6
イノベーションのための「条件なき大学」

杉田議員の質問とは真逆に，大学を大学たらし
めているのは，すべてを俎上に載せ，批判的に検
討する実践である。1155年，神聖ローマ皇帝フ
リードリヒ 1世はボローニャ大学に対して，世
俗の権力から独立して学問の自由を認める特許状
オウテンティカ・ハビタを発する。これは「大学
が競い合う普遍権力や都市の支配から独立した諸
権利ないし特権を闘い取る長期にわたる努力の過
程の第一歩であって，ついにはここから，大学の
自治を確保するための包括的な法的規範が出来て
いくことになる」22。この，千年近い歴史の中で
大学の独立性，国際性は確立してきたのであり，
一時代の一国家がその都合のいい部分だけをつま
み食いすることは，許されるべきではない。
この性質を，フランスの哲学者ジャック・デリ
ダは「条件なき大学」と呼んでいる23。デリダの
議論によくあるように，この言葉にはいくつかの
意味が重ねられているが，最も重要なのは，「い
かなるものも問い直しを免れえないような場でも
あるべきでしょう」ということである（p. 13）。ま
た「条件なき」とは，大学による批判は「『権力
なしに』とか『防御なしに』という意味合い」を
含んでいる（p. 15）。もし，十分な権威や権力があ
る場合にのみ，批判がなされるとしたら，それは
「公的な」ものとは言い難く，知識と権威の私的
利用である。したがって，本質的には大学は不当
なものであれ言論や表現の自由の範疇で提示され
れば（第 2節で触れたような）非難を受けとめざるを得
ない。大学の本性は，そういった介入を権威や暴
力ではねのけるような制度になっていないのであ
る。しかし同時に，大学に向けられた「反国家的
である」という批判が大学の中で吟味される時，
その批判者が自明だと思っているような「国家」
概念までも批判の対象に含まれる，ということで

ある。大学は時代によって大きく形を変えている
が，この，ある政治権力によって設置されたとし
ても，その政治権力自体にとって内在的な，批判
のための機関であり続けるという点は，オウテン
ティカ・ハビタの時代から基本的に変わってはい
ない。そして，非難や敵意を受けとめ，それを生
産的な「批判」に変えるという力が大学の泉源で
あるのであり，防壁を作ることはその力を削ぐで
あろう。これが，大学が「条件なき大学」である
場合にのみ，大学は大学たるのである，というこ
との意味である。にもかかわらず（あるいは，である
からこそ）国家権力や経済的な諸権力は，大学を領
有化し，自らの利益のために奉仕させようと試み
るのである。我々の時代の大学はもちろんローマ
皇帝の勅許状をもたないが，世俗国家が言論の自
由を保護していれば，それは基本的には学問の自
由，批判の自由の保護として機能する。
これまで見てきたことは，現在この大学の本質
と，それを領有しようという力のせめぎ合いが，
現代ではイノベーション概念を巡って行われてい
るということである。「イノベーション」という
概念を界面として，大学とその外部の社会が活発
に交流すること事態は悪いことではないばかりか，
むしろ必要なことであろう。しかし，その際も大
学という領域に入り込んだ「イノベーション」概
念は，「いかなるものも問い直しを免れえない」
という原則に従い，批判にさらされるべきである。
例えば，SDGsに挙げられた諸概念は，人権と
いう観点から評価して文句のつけようもないもの
に見える。しかし，17項目の「パートナーシッ
プ」では，これらの目標の実現のために国連や政
府間協力など公的な資金だけではなく，海外直接
投資，官民パートナーシップや自由貿易の推進な
どで民間企業の力を利用することになっており，
このことには異論も多い。過去，こういった投資
はインドのボパールにおける化学工場の事故や，
ニジェール・デルタでの油田開発に伴う環境破
壊・人権弾圧など，負の効果ももたらしてきたか
らである24。遺伝子組換えなど先端技術を利用し
た開発などに関しても，先進国の大企業が知的所
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有権などの権益確保を優先しているという不満や
不安は常に抱かれている。こういった例は枚挙に
いとまがないのであり，不信感の解消には（国内に
おいて科学コミュニケーションが求められているのと同様に）

丁寧な議論が必要であろう。
しかし，現状では「イノベーション」概念は大
学において神聖不可侵のものであるかのように扱
われている。第 1節に見たように，イノベーシ
ョン概念は時代ごとの揺らぎが大きく，人によっ
てイメージするものも違うにもかかわらず，条件
なき問い直しから逃れ，大学が目指すべき目標と
して，あたかも自明で，疑いを挟むことすら馬鹿
げたことであるかのように扱われているのである。
これまでの大学史において，例えば，正義，人権，
神や資本主義といった無謬性の高そうな概念が，
どれだけ批判的に検証されているかを考えれば，
これは特殊な事態である。歴史的に見れば，イヴ
ァン・イリイチや E. F.シューマッハーのような
人物が進歩や開発のような概念を批判してきたが，
イノベーション概念の隆盛と，大学の効率化への
要求によって，そういった議論は断絶させられ，
覆い隠されている。
しかし，迂遠に見えるかもしれないとしても，

「条件なしに」批判的な議論を復興させること，
その中で人類の共通認識を構築することに参画し
ていくことは，21世紀においてイノベーション
を起こしていくための基盤となる作業である。そ
ういった議論の中で，国民国家的枠組みや経済原
理の自明性を批判的に検証し，それを超えるため
の議論をしていくことは，「品質の高度化，高機
能化」というような従来イメージされたイノベー
ションに勝るとも劣らない，人類の生活向上の泉
源である。そのためにも，我々は大学を「条件な
き大学」として，非難をも受けとめつつも，その
非難を批判に変えるような場所として，維持して
いかなければならないのである。
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